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合同就職面接会で情報誌に見入る学
生たち＝11月11日、東京ビックサイト

「国は保育に責任を」とアピールする父母と保育関係者の集会＝11月14日、東京・日比谷野音

衆院予算委で質問する笠井亮衆院議員＝11月15日

　大卒就職内定率57％。「就職氷河期」といわれた2006年をもうわまわる、調査開始
以降で最悪の状況です。
　「社会人としての第一歩が失業者という社会でいいのか」―。日本共産党の笠井亮衆
院議員は、就職難の改善のために、「大学、経済界、政府の３者による協議をただちに始め
るべきではないか」と提案。高木文科相は、「関係省庁と連携しながら11月22日に設定す
る」と答えました。

　保育を企業まかせにし、さらに幼稚園と保育所を無理やり一
緒にしようという民主党政権の「子ども・子育て新システム」。子
育てをもうけの道具にするやり方に、不安がひろがっています。
国と自治体の保育への責任が後退すれば、すべての子どもに安
心できる保育を保障することはできません。
　いま、「新システム中止」「国の責任で子どもによりよい保育の
保障と子育て支援を」の声がひろがっています。

笠井議員の提案に文科相が答弁

よりよい保育もとめ
父母・保育者が集会

「公的保育こわさないで」

大学・経済界・経済界・
政府政府が協議へ協議へ
大学・経済界・
政府が協議へ

就職難対策で
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